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売上高が総生産費よりも大きくなる傾向があるためである。「人
件費／売上高比率」は、調査期間中に8～11％の間で変動し、「人
件費／総生産費比率」と同様にU字型のパターンに従い、2007
年と2012年に最低水準に達した。全体として、「人件費／売上
高比率」は、1997年から2022年の間に0.4ポイント、また2012
年から2022年の間に1.1ポイントの純増が見られた。詳しく見
ると、「人件費／売上高比率」は、1997年（9.2％）から2002年

（11.0％）にかけて上昇、2002年から2012年（8.5％）にかけて
減少、2017年（10.1％）から2022年（9.6％）にかけてわずかに
減少したものの、2012年から2022年にかけて再び上昇した（図
１参照）。
　提示した2つの労働集約度の指標（「人件費／総生産費比率」
と「人件費／売上高比率」）は、人件費だけでなく、他の投入
物のコスト、農産物価格、生産技術など他の要因にも依存する
ことに注意する必要がある。そのため、労働集約度の変化を賃
金率の変化だけに帰することは容易ではない。しかし、USDA
の農業労働調査における賃金データによると、「人件費／総生
産費比率」が上昇した期間は、実質賃金の伸び率が高くなって
いる（1997年から2002年まで13.1％、2012年から2017年に7.6％、
2017年から2022年に12.9％）。一方、同比率が低下した期間
は、実質賃金の伸び率が低くなっている（2002年から2007年に
1.4％、2007年から2012年に5.5％）。なお、賃金の上昇に伴って、
他の投入物（省力用機械や施設など）で労働力を大幅に代替で
きる場合は、賃金の上昇が必ずしも労働集約度の上昇につなが
るとは限らない。

２．業種別の分析結果
　次に、2022 年における業種間の人件費と労働集約度の違い、
および1997年から2022年までの労働集約度の変化の特徴を明ら
かにする。

（１）農業全体の人件費の70％以上を５つの業種が占める
　2022年における農業の人件費を業種別にみると、果実・木の
実の栽培（全体の23.3％）、苗床・温室・花卉栽培（同13.8％）、
油糧種子・穀物の栽培（同13.0％）、野菜・メロンの栽培（同
12.3％）、酪農（同11.2％）など、これら5つの業種を合わせる
と農業全体の73.6％を占める。これは、1997年の69.3％と比べ
て4.3％ポイント増加した。2022年の労働集約度を示す２つの指
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　米国農務省経済調査局（USDA/ERS）は2025年９月26日、農業センサス（the 1997–2022 
Census of Agriculture）における人件費、総生産費、売上高などのデータを基にして、米国農業の労働集
約度に関する分析結果を公表したので、その概要を紹介する。

　５年ごとに公表される米国の農業センサスでは、業種、農場
立地、農場規模（売上高）別に農場における契約労働者及び雇
用労働者の人件費等に関する詳細なデータを収集している。こ
れらのインフレ調整後データによると、1997年から2022年にか
けては、農業生産の人件費ばかりではなく、農産物の総生産費
や売上高も実質ベースですべて増加したことを示している。こ
の期間を通じて、労働集約度を示す２つの指標、つまり農産物
の「総生産費に対する人件費の比率」（以下、「人件費／総生産
費比率」という）と「売上高に対する人件費の比率」（以下、「人
件費／売上高比率」という）は、全国レベルであまり顕著な上
昇または下降は見られなかった。しかし、同期間の後半（2012
年～22年）における「人件費／総生産費比率」は、全体的およ
び事実上すべての業種、特に当初から同比率が高かった業種で
は上昇した。一方、「人件費／売上高比率」の上昇は全体的に
は鈍かったものの、業種によって差異がみられた。

１．農業全体の分析結果
　始めに、過去四半世紀（1997年～2022年）における農産物の
売上高、総生産費、および人件費の農業全体での変化に着目す
る。加えて、米国農業の労働集約度の2つの重要な指標である「人
件費／総生産費比率」と「人件費／売上高比率」について検討
し、農業が土地、資本、その他の投入物ではなく、労働力に大
きく依存していることを明らかにする。とくに労働集約型業種
は、労働市場の逼迫などによる人件費の変動に大きく影響され
ることが想定されるからである。
　なお、米国における農産物の販売は、農業部門の主な収入源
であり、これが同部門の年収の約90％を占めている（USDA経
済調査局、2024年）。その他の収入源としては、林産物の販売、
機械のレンタル料、政府の直接支払いなどがあり、これらはす
べて農産物の販売や農場経営の人件費との関連性は低い。総生
産費には、人件費を含む数十の費用が含まれる。家畜、家禽、
農業サービス、飼料、肥料、石灰、土壌改良剤および関連費用
などである。そして、人件費には直接雇用される労働者と、仲
介業者との契約によって提供される間接雇用労働者の両方への
支出が含まれる。
　1997年から2022年にかけて、農産物の人件費、総生産費、売
上高は、国レベルですべて大幅な増加を遂げた。実質ベース（イ
ンフレ調整後、2023年ドルベース）では、人件費は326億ドル
から538億ドルに、総生産費は2,782億ドルから4,396億ドルに、
農産物の売上高は3,552億ドルから5,628億ドルに増加した。な
お、この期間における総生産費の増加分の13.1％を人件費が占
めている。
　前述のように、米国農業の労働集約度を測定する方法の1つ
は、「人件費／総生産費比率」である。「人件費／総生産費比
率」は1997年から2022年の間に10～13％の間で変動し、2007
年と2012年には比較的低い割合を特徴とするU字型のパターン
を示した。詳しく見ると、2002年には12.7％でピークに達した
後、2007年には10.9％、2012年には10.2％に低下した。その後、
2017年には、この減少傾向が逆転し、2017年には12.0％、2022
年には12.2％に達した。全体として、「人件費／総生産費比率」
は、1997年から2022年の間に0.5％ポイント、また2012年から
2022年の間に2.1％ポイントの純増が見られた（●図１参照）。
　農業の労働集約度を測定するもう一つの指標は、「人件費／
売上高比率」である。「人件費／売上高比率」は、「人件費／総
生産費比率」より約2％ポイント低い傾向にある。その理由は、
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標は、５つの業種において際立っており、他の業種と比較して
生産過程の労働集約的な性質が浮き彫りとなった。
　「人件費／総生産費比率」が最も高かった業種は、苗床・温室・
花卉栽培（42.5％）で、次いで果実・木の実の栽培（40.4％）、野菜・
メロンの栽培（29.2％）、葉タバコ栽培（27.4％）、魚養殖（20.7％）
であった（表１参照）。
　また、「人件費／売上高比率」に焦点を当てると、順位はわ
ずかに変化し、同比率が最も高い業種は果物・木の実の栽培

（36.0％）、次いで苗床・温室・花卉栽培（32.8％）、魚養殖（28.2％）、
葉タバコ栽培（24.0％）、野菜・メロンの栽培（22.2％）であっ
た（表２参照）。
　労働集約度は、他の多くの業種ではるかに低かった。「人件
費／売上高比率」は、油糧種子・穀物の栽培（4.1％）、綿花（7.8％）、
肉牛の放牧（7.5％）、肉牛の肥育（1.8％）、養豚（3.8％）、養鶏

（3.0％）で10％未満であった。このうち油糧種子・穀物の栽培
と肉牛の肥育は、米国の農業総生産額の非常に大きな割合を占
めている。
　農業の労働集約度は、肉体労働に対する業界の考え方、生産
の特定段階の機械化、または機械化した程度に部分的に依存し
ている。果実・木の実の栽培、苗床・温室・花卉栽培、野菜・
メロンの栽培など多くの業種は、植え付け、除草、収穫、収穫
後作業など、生産の複数の段階でかなりの手作業を必要とする

（Castillo et al. 2021）。これら多くの作物では、省力化技術（機
械化）は未だあまり利用されていない（労働集約度が高い）。
　また、酪農では一部の農場が自動搾乳システム （AMS） を採
用しているが、多くの農場は引き続き従来の搾乳方法に依存し
ている。2023年に実施された調査（Gutierrez-Li et al. 2024）では、
ミネソタ州とウィスコンシン州の650の酪農場のうち、AMS を
導入している農場はわずか 39農場であった。そのため、酪農
の労働集約度は、畜産の中では比較的高い。対照的に、穀物・
油糧種子の栽培は、植え付けから収穫までのほとんどの段階が
機械化されているため、労働集約度は低いが、資本集約的にな

る傾向がある（Nolte & Ostermeier 2017）。

（２）1997年から2022年にかけて一部の業種で労働集約度が上
昇

　米国農業における「人件費／総生産費比率」のU字型パター
ンは、多くの業種で見られる（表１参照）。農業全体の場合と
同様に、この傾向は1997年から2022年の間に、油糧種子・穀物
の栽培、葉タバコ栽培、サトウキビ・乾草・その他すべての作
物栽培、肉牛肥育と酪農、肉用鶏と採卵鶏、牧羊・ヤギ、魚養
殖で見られた。比率の増加幅が大きかった３業種は、魚養殖

（8.9％ポイント増）、葉タバコ栽培（6.3％ポイント増）、酪農（2.7％
ポイント増）であった。比率の減少幅が大きかった3業種は、
綿花栽培（5.7ポイント減）、野菜・メロン栽培（2.6ポイント減）、
養豚業（1.6ポイント減）であった。葉タバコ栽培と酪農はど
ちらも過去四半世紀にわたって大幅な経営統合を遂げ、その結
果、無給の家族労働が有給の雇用労働に取って代わった可能性
がある。
　「人件費／総生産費比率」と同様に、米国農業全体の「人件
費／売上高比率」のU字型パターンは、多くの業種で見られる

（表２参照）。1997年から2022年の間に、いくつかの業種では、
「人件費／売上高比率」が特に大幅に増加した。この上昇率が
高かった４業種は、魚養殖（17.8％ポイント増）、葉たばこ栽
培（11.3％ポイント増）、牧羊・ヤギ（8.1％ポイント増）、果実・
木の実栽培（7.8％ポイント増）である。この比率が減少した
のは、綿花栽培（2.8％ポイント減）、養豚（1.2％ポイント減）、
肉牛肥育（0.6％ポイント減）、養鶏（0.3％ポイント減）の４業
種である。このうち、果物・木の実の栽培における「人件費／
売上高比率」の増加は、この業種の作物構成の長期的な変化、
つまり労働力を多く必要とする作物（木の実）への転換に関連
している可能性がある。1997年には、柑橘類が全体の20％、非
柑橘類が64％、木の実が16％を占めたが、2022年には、これら
のシェアはそれぞれ11％、64％、25％となった（USDA 2025年）。

表１　農産物の総生産費に占める人件費の比率
単位：％

農業全体 油糧種子
・穀物

野菜
・メロン

果実
・木の実

苗床・温室
・花卉

その他
作物 葉タバコ 綿花

1997 11.7 5.7 31.8 40.5 43.8 15.8 21.2 14.6
2002 12.7 5.8 29.3 39.6 41.5 13.4 19.5 11.9
2007 10.9 4.5 28.3 38.7 40.1 11.9 23.0 9.7
2012 10.2 4.5 27.1 38.7 40.4 13.0 24.3 9.3
2017 12.0 5.4 28.8 38.5 43.0 13.8 24.9 10.5
2022 12.2 5.7 29.2 40.4 42.5 14.6 27.4 9.0

サトウキビ
・乾草ほか

肉牛
放牧

肉牛
肥育 酪農 養豚 養鶏 牧羊・ヤギ 魚養殖

1997 15.3 6.0 2.8 10.5 6.8 3.9 8.2 11.8
2002 13.1 6.9 2.6 12.8 7.1 5.3 8.7 15.1
2007 11.7 6.3 2.3 11.9 5.4 3.7 6.9 14.0
2012 13.2 5.9 1.8 10.2 5.0 3.6 8.5 18.8
2017 14.0 7.0 2.3 12.4 6.3 5.7 8.3 19.6
2022 15.3 7.0 2.1 13.3 5.1 4.8 9.0 20.7

表２　農産物の売上高に占める人件費の比率
単位：％

農業全体 油糧種子
・穀物

野菜
・メロン

果実
・木の実

苗床・温室
・花卉

その他
作物 葉タバコ 綿花

1997 9.2 4.0 21.7 28.2 28.2 11.5 12.8 10.6
2002 11.0 5.0 20.5 31.0 28.9 13.4 16.5 11.0
2007 8.9 3.2 20.6 29.9 29.5 11.4 18.1 7.8
2012 8.5 3.3 22.2 30.5 31.6 12.0 18.0 8.0
2017 10.1 4.5 23.7 31.8 32.6 13.6 19.4 8.6
2022 9.6 4.1 22.2 36.0 32.8 14.2 24.0 7.8

サトウキビ
・乾草ほか

肉牛
放牧

肉牛
肥育 酪農 養豚 養鶏 牧羊・ヤギ 魚養殖

1997 11.7 5.4 2.4 7.8 5.0 3.3 7.6 10.4
2002 13.8 7.0 2.5 10.4 6.5 3.8 12.6 19.8
2007 12.0 6.3 2.1 8.5 4.6 2.9 11.8 19.1
2012 12.6 6.2 1.7 8.1 4.1 2.9 13.0 30.6
2017 15.0 7.3 2.0 9.7 4.8 3.8 14.4 28.8
2022 15.3 7.5 1.8 9.7 3.8 3.0 15.7 28.2


